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２００８年３月期 第１四半期 決算カンファレンスコール 

（2007年7月30日実施） 

 

ページ１～ 代表取締役社長 川村誠スピーチ 

ページ５～ 執行役員 経理本部長 青木昭一スピーチ 

 

代表取締役社長 川村誠スピーチ 

＜当期第１四半期の連結業績＞ 

当期第１四半期の連結業績についてご説明申しあげます。「決算短信」の３ページ

にあります表をご覧ください。 

 

なお、昨年８月に京セラリーシングを売却したことに伴い、前年同期の数値を組み

替えて表示しています。これによる影響額は、表の下、注記１に記載しております

のでご参照ください。 

 

連結売上高は、第１四半期として初の３,０００億円を超える実績となりました。

「機器事業」の大幅な増収に加え、「部品事業」の売上が総じて堅調に伸びたこと

により、前年同期に比べ８.３％増収の３,１５５億円となりました。 

 

利益については、「部品事業」は、新製品の売上は増加したものの、イメージング

デバイス用半導体部品の売上伸び悩みや、海外向けの自動車部品の需要が一時的に

停滞するなど、プロダクトミックスの変化により収益性は一時的に低下しました。

また、当期は、税制改正を機に減価償却費の計上方法を見直したことによる費用の

増加もあり、前年同期に比べ減益となりました。しかし、「通信機器関連事業」の

収益改善を主因に「機器事業」が大幅な増益となり、「部品事業」の減益をカバー

しました。その結果、グループ全体の営業利益は、前年同期に比べ５.７％増益の

３１６億円となり、営業利益率は１０.０％となりました。 

 

継続事業税引前四半期純利益、以下、税引前利益と略させていただきますが、受取

利息・配当金及び持分法投資利益が増加したことにより、前年同期に比べ１２.３
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％増益の４０５億円、税引前利益率は、１２.８％となり、第１四半期の税引前利

益としては、過去最高の金額及び利益率を達成いたしました。四半期純利益は、前

年同期に比べ２４.５％増益の２５０億円、四半期純利益率は７.９％となりまし

た。希薄化後１株当り四半期純利益は、１３１円９３銭となりました。 

 

第１四半期の平均為替レートですが、表の下から２行目にありますとおり、米ドル

が１２１円、ユーロは１６３円となり、それぞれ、前年同期に比べ６円、１９円の

円安となりました。その結果、邦貨換算後の売上高及び税引前利益を、あくまで計

算上ですが、それぞれ約１４０億円、５４億円、押し上げることとなりました。 

 

それでは、事業セグメント別の状況についてご説明いたします。「決算短信」の５

ページをご覧ください。｢事業セグメント別売上高｣と「事業セグメント別事業利益

｣の表を記載しております。 

なお、当期より、これまで独立した事業セグメントとして表示していました「光学

機器関連事業」を「その他の事業」に含めて開示しており、前年同期の実績につい

ても組み替えております。 

 

まず、「部品事業」につきましてご説明申し上げます。「部品事業」の売上高は、

前年同期に比べ５.５％増収の１,６２７億円、事業利益は８.４％減益の２３５億

円、事業利益率は１４.４％となりました。 

 

それでは各セグメント別にご説明いたします。 

まず、「ファインセラミック部品関連事業」ですが、半導体製造装置用部品の売上

が増加したことにより、売上高は前年同期に比べ１０.４％増収の２０５億円とな

りました。しかし、海外向けの自動車部品の減収による採算低下や、自動車部品の

中国生産の立ち上げコストの増加により、事業利益は前年同期に比べ１１.３％減

益の３０億円、事業利益率は１４.８％となりました。 

 

次に、「半導体部品関連事業」ですが、有機パッケージ事業は増収となりました。

しかし、新製品の売上が増加したものの、イメージングデバイス用半導体部品など
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のセラミックパッケージの売上が減少したことによるプロダクトミックスの変化

により、前年同期に比べ２.０％減収の３５３億円、事業利益は２７.０％減益の４

０億円となり、事業利益率は１１.４％となりました。 

 

「ファインセラミック応用品関連事業」は、海外市場向けのソーラーエネルギー事

業や切削工具事業を中心に売上が伸びたことにより、前年同期に比べ６.９％増収

の３３４億円となりました。しかし、医療材料事業において公定価格の引き下げの

影響を受けて収益性が低下したことなどにより、事業利益は、前年同期に比べ４.

０％減益の６１億円、事業利益率は１８.４％となりました。 

 

「電子デバイス関連事業」は、ＡＶＸの増収に加え、薄型テレビやゲーム機向けの

セラミックコンデンサや、携帯電話端末向けの水晶デバイスの売上が伸びたことに

より、前年同期に比べ７.５％増収の７３５億円となりました。しかし、事業利益

は、減価償却費の増加の影響があり、加えて、サーマルプリントヘッドなどの薄膜

デバイス事業の減収により採算が低下し、前年同期に比べほぼ横ばいの１０３億

円、事業利益率は１４.０％となりました。 

 

引き続き、「機器事業」についてご説明申しあげます。 

機器事業の売上高は、前年同期に比べ１４.８％増収の１,２７２億円、事業利益は

５５.６％と大幅増益の９０億円、事業利益率は７.１％となりました。 

 

「通信機器関連事業」は、国内で薄型の携帯電話端末、「Ｗ-４４ＫⅡ」などの新

製品販売が好調に推移したことにより、売上高は６００億円となり、前年同期に比

べ１８.５％の大幅な増収となりました。事業利益は、国内携帯電話端末事業の増

収効果やＰＨＳ関連事業の採算改善、並びに京セラ・ワイヤレス・コーポレーショ

ン（ＫＷＣ）の損失縮小により、前年同期の２８億円の損失から２５億円の改善と

なりました。 

 

「情報機器関連事業」は、前期に発売を開始したカラープリンタや複合機の増収効

果に加え、円安による為替メリットも加わり、前年同期に比べ１１.６％増収の６
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７３億円となりました。事業利益は、増収効果はありましたが、製品価格の下落も

あり、８.７％増益の９４億円、事業利益率は１４.０％となりました。カラー製品

の売上が増加してきていることもあり、前期第４四半期の利益率を１.４ポイント

上回っています。 

 

最後に「その他の事業」ですが、売上高は、前年同期とほぼ横ばいの３１６億円と

なりました。しかし、事業利益は、京セラコミュニケーションシステム(株)の増収

効果に加え、光学関連事業の損失縮小が進んだことにより、前年同期に比べ８２.

４％と大幅増益の１３億円となり、事業利益率は４.１％となりました。 

次に、表の下から４行目に「本社部門損益」がございますが、受取利息・配当金の

増加により、前年同期に比べ１３.２％増益の４９億円となりました。 

その下の「持分法投資損益」は、関連会社のウィルコム社の持分法投資利益の計上

により、前年同期の３億円の損失から２１億円改善し、１８億円となりました。こ

れに「調整及び消去」を加え、税引前利益は、前年同期に比べ１２.３％増益の４

０５億円となり、税引前利益率は１２.８％となりました。 

 

＜平成２０年３月期通期業績予想＞ 

それでは最後に、平成２０年３月期の通期連結業績予想についてご説明申し上げま

す。「決算短信」の７ページの表をご覧ください。 

第１四半期の業績は、本年４月に公表した通期連結業績予想に対し計画通り順調に

推移していることから、今回、通期業績予想は変更しておりません。 

 

第１四半期の「部品事業」は、プロダクトミックスの変化などにより、増収であっ

たにもかかわらず減益となりました。しかし、第２四半期以降は、パーソナルコン

ピューターや携帯電話端末の生産が一層活発になるものと予想しており、これに伴

い、部品需要の増加が見込まれます。また、有機パッケージやＬＴＣＣ基板、超小

型コンデンサ、高容量コンデンサ、ＥＭＩフィルタなどの機器の高機能化に対応し

た、付加価値の高い製品が大きく売上を伸ばす見通しであり、「部品事業」の収益

は第２四半期以降大きく改善するものと予想しております。 

また、下半期より、ソーラーセルやモジュールの生産量を増加させる計画であり、
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ソーラーエネルギー事業の拡大を見込んでいます。 

さらに、「機器事業」においては、引き続き積極的な新製品投入により、増収増益

を目指しており、「部品事業」と「機器事業」の両事業の収益拡大により、通期の

業績予想の達成を図ってまいります。 

引き続き、売上の最大化を図るとともに、経費削減に取り組み、現場力の強化によ

る利益率の改善に努めてまいります。 

 

 

 

執行役員 経理本部長 青木昭一スピーチ 

それでは連結損益計算書からご説明いたします。決算短信の１１ページをご覧下さ

い。なお先ほど、社長の川村からご説明させていただきましたとおり、京セラリー

シングの売却に伴い、前期の数値を組み替えて表示しています。 

 

１行目の「純売上高」は、「機器事業」の大幅な増収に加え、「部品事業」の売上

が総じて堅調であったことにより、前年同期比８.３％増収の３,１５５億円となり

ました。 

その下の「売上原価」ですが、２,１９８億円となり、前年同期比９.７％の増加と

なりました。機器事業の増収に伴う原材料費の増加、及び減価償却方法の一部見直

しによる償却費の増加等により、原価率は６９.７％と、前年同期の６８.８％から

０.９ポイント、原価がアップしております。 

１つ飛びまして「販売費及び一般管理費」ですが、６４０億円となり、前年同期に

比べ３１億円の増加となりました。円安に伴う欧州販社の費用の換算差額、及び売

上原価同様、減価償却費の増加が主な要因です。 

この結果、営業利益は３１６億円、利益率１０.０％で、前年同期の２９９億円に

対して、１７億円のプラス、増減率では５.７％の増益となりました。 

なお、減価償却方法の一部見直しによる営業利益への影響は、１８億円の費用増加

であります。 

次に「その他収益・費用」について申し上げますと、「受取利息・配当金」は６３

億円となり、前年同期比１７億円の増加となりました。ＫＤＤＩからの配当金、及
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び京セラ単体と米国子会社における運用収益の増加が主な要因です。 

１つ飛びまして「為替換算差損益」は、ドル及びユーロに対する円安の影響により、

１０億円の為替差益となりました。 

次の「持分法投資損益」は、関連会社のウィルコム社の持分法利益が主たるもので

すが、前年同期の３億円の損失から、今期は１８億円の利益となりました。結果と

して「その他収益・費用計」は、前年同期と比べ２７億円の増加となりました。 

以上の結果、「継続事業・税引前四半期純利益」は４０５億円となり、利益率は１

２.８％、前年同期比１２.３％の増益となりました。 

次の税金充当額１４０億円を差し引き、さらに、ひとつ下にあります「少数株主損

益」１５億円を差し引きますと、最終的に当期第１四半期の純利益は、２５０億円、

利益率７.９％、前年同期比２４.５％の増益となりました。 

なお、税引前利益の増加に対して、税金充当額が減少していますが、その主な理由

は、税金のかからない持分法利益を計上したこと、及び米国子会社の損失が縮小し

たことによるものです。 

 

以上で連結損益計算書の説明を終わり、つづいて、連結貸借対照表についてご説明

いたします。２ページお戻りいただき、９ページをご覧ください。 

まず、資産の部です。左側の欄が、前期第１四半期末、真ん中が当期第１四半期末

で、右側が前期末の数字となっています。当期第１四半期末と前期３月末との比較

によりご説明いたします。 

一番下の「資産合計」ですが、当期第１四半期末の連結総資産は２兆１,５１６億

円で、前期末の２兆１,３０５億円に比べて、２１１億円の増加となっております。 

まず一番上にあります流動資産の合計は、１兆８６３億円で、３９８億円増加して

います。 

これに対して、中程にあります固定資産の合計は、１兆６５３億円で、１８７億円

減少しております。 

まず流動資産ですが、最初の項目の「現金及び現金等価物」は、２,８６６億円と

なり４４億円増加しています。これは、京セラにおいて、配当金の支払、税金の納

付等でキャッシュアウトが発生しましたが、国債を中心とした有価証券の売却等に

よるキャッシュインがあり、ネットで４４億円の増加となりました。 
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５つ下の「たな卸資産」は２,１１８億円となり、前期末から２６億円増加しまし

た。京セラミタグループの欧州販社の製品在庫の、ユーロ高円安による換算差額が

増加の主な要因です。 

１つ飛んで「その他流動資産」は８１２億円で、４０４億円増加しました。京セラ

において、６月末に売却した有価証券の売却代金を未収入金に計上したことにより

増加しています。 

次に固定資産です。資料中ほどの、固定資産合計のひとつ下の「投資及び長期貸付

金」が６,７２４億円となり、２８２億円の減少となりました。 

この内訳はふたつ下の「投資有価証券及びその他の投資」において、京セラが保有

しておりますＫＤＤＩ株式の時価評価額が減少したこと、及び京セラが保有してお

ります有価証券の一部を売却したことが主な要因です。 

次の「有形固定資産」ですが、減価償却累計額とのネット金額で２２億円増加して

います。 

なお、当期第１四半期の連結設備投資額は１５０億円で、減価償却費は１６３億円

でした。 

下から２行目の「その他資産」は５１６億円で、６８億円の増加となりました。米

国会計基準において、税金の引当に関する会計基準が、この第１四半期決算より変

更されたことにより、７２億円増加しております。以上が資産の部です。 

次に、「負債、少数株主持分及び資本合計」につきまして、ご説明いたします。１

ページ進み、１０ページをご覧下さい。 

資料中ほどの負債合計は、５,３６８億円で、前期末に比べ１２１億円の減少、そ

の下の「少数株主持分」７１５億円は、主にＡＶＸの京セラ以外の株主持分で４５

億円の増加です。 

これに対し資本合計が一番下から２行目ですが、１兆５,４３３億円で２８７億円

の増加です。要因につきましては、後ほどご説明いたします。 

一番上の流動負債は２,９６９億円で９３億円減少しています。 

中ほどの「未払法人税等」は、前期の所得に対する税金の納付が行われたため、２

０７億円減少の１５７億円となりました。 

次に２つ飛びまして固定負債ですが、２,３９９億円で、前期末に比べて２９億円

の減少となりました。 
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主な要因は、３つ下の「繰延税金負債」が、２,０１６億円で５３億円減少してい

ます。これはＫＤＤＩ株式の時価総額の減少にともない、これに対応する税効果負

債が減少したことによるものです。 

次に資本合計ですが、１兆５,４３３億円となり、２８７億円増加しました。 

利益剰余金は、１兆７２９億円となりました。純利益２５０億円と、当期第１四半

期に支払った配当金１１３億円、及び先ほども御説明しましたが、税金の引当に関

する会計基準の変更による増加額４０億円のネットで、１７６億円の増加となりま

した。 

その下の「累積その他の包括利益」は２,１１２億円で、８２億円の増加となりま

した。その内訳が下の欄外にありますが、「未実現有価証券評価損益」は、ＫＤＤ

Ｉ株式の時価総額減少を主因として、前期末比７６億円減少の１,７７１億円とな

りました。 

以上により、当期第１四半期末の自己資本比率は７１.７％となり、前期末から０.

６ポイント増加いたしました。 

以 上 


